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～ 高齢者見守り支援施設への利用者を募集します ～

高齢者見守り支援施設利用者募集
　高齢者が安心して生活できる場所を提供するため、川上高齢
者見守り支援施設「きずな」を整備しました。利用を希望する
人は募集期間内にお申し込みください。
　■問い合わせ　福祉課高齢福祉係　☎�０２６５

◆川上高齢者見守り支援施設「きずな」利用者募集
　 ▼施設位置　川上町地頭２３４０番地　川上診療所２階

　 ▼利用資格　①市内に住所を有する人で６５歳以上の一人暮らし、または高齢者のみの世帯の人

　 　 　 　 　 　 　②外出、買い物、医療機関の受診等に不便を感じ、1 人での生活に不安な人

　 　 　 　 　 　 　③身の周りのことが自分でできる人
　 ▼施設内容　居室（面積：20 ～ 30 平方㍍）、ミニキッチン、トイレ、ベッド、タンス、エアコン付き

　 ▼サービス内容　見守り支援、緊急時の対応、食事のあっせんなど
　 ▼利用料金　月額利用料　２７，０００円～３７，０００円（別途食費、サービス料を負担）
　 ▼募集期間　４月２５日㈭～５月１５日㈬
　 ▼申 込 先　ＮＰＯ法人「絆かわかみ」（指定管理者）　☎�４１９９

～ これからの防災体制の充実を図ります ～

消防救急デジタル無線導入
　消防通信業務の中枢となる「消防救急デジタル無線」が４月
１日より運用を開始しました。導入したデジタル無線を有効に
活用し、これからの防災体制の充実を図ります。
　■問い合わせ　消防総務課　☎�０１２２

◆導入までの経緯
　電波法の改正に伴い、既存のアナログ無線の使用期限が平成２８年５月３１日までに定められたため、県
下各消防本部と研究会を立ち上げ、導入に向けての検討を行ってきました。
　高梁市は地形的に無線の不感地帯が多く発生していたため、平成２３年度に全国初となる衛星回線を利用
した小型車載用ＶＳＡ T システムの導入を決定し、他の新しい通信設備等も活用することにより、無線の不
感地帯に対応することが可能となり、国の有利な補助金制度を利用して、昨年４月から整備を開始しました。
　デジタル化により個人情報の保護が強化され、画像情報等の多くのデータを活用できるとともに、通信障
害を防ぐことができるなど、今までにない効果が得られます。

※この施設は、川上診療所（川上町地頭）２階の旧病床を改修したもので、居室１０室と共用スペース
として、台所、談話室、浴室、洗濯室を完備しています。地元のＮＰＯ法人「絆かわかみ」を指定管理
者に指定し、施設の管理運営を行います。

～ 平成２５年 6 月1日採用予定～

社会教育指導員（非常勤嘱託職員）を募集します
　■問い合わせ　学校教育課総務係　☎�１５００

募集
職種

採用
人数 受験資格 主な業務内容 試験日・会場・試験内容 受験申込の受付期間と手続き

社会教育
指導員

１人 ・平成 25 年 6 月1日現在
において 65 歳未満で、学
校教育法に基づく大学、旧
大学もしくは旧大学令に基
づく大学において、教育学、
社会学を専修する学科、こ
れらに相当する課程を修め
て卒業した人。または社会
教育主事として２年以上社
会教育事業に従事した人

・市民の社会教育
活動に対する指導
および助言を中心
に、生涯学習の支
援に関する業務
・学習相談、また
は社会教育団体
の育成

< 試験日>
5 月20日㈪
・受付  午後1時～15 分
・試験  午後1時 20 分～
< 試験会場 >
　市役所第２庁舎
　２階会議室
　（落合町近似 286-1）
< 試験内容 >
作文・面接

< 受付期間 >
5 月10日㈮まで
午前 8 時 30 分から午後 5 時15 分
※土・日・祝日を除く
< 申込用紙の配布場所・受付場所 >
　〒716-0062　落合町近似 286-1
　市役所第２庁舎　教育委員会
　学校教育課総務係
※申込用紙は、各地域局でも配布し  
ています。

～ 後世に負担を残さない行財政システムへの転換 ～

第２次高梁市行財政改革の中間実績
　市は、第１次行財政改革（平成 17～ 21年度）に引き続き、平成 22～ 26年度までの５年間を計
画期間として、「後世に負担を残さない行財政システムへの転換」を基本目標とした第２次高梁市行
財政改革に取り組んでいます。今回はその中間実績をお知らせします。
　■問い合わせ　理財課行政改革推進係　☎�０２８６

◆削減効果額【目標削減額２１億円】　⇒　平成２３年度までの実績：２億６千万円の削減
　　平成２３年度の削減効果額は約２億６千万円で、目標額の２１億円に対する割合は約１２％となっていますが、
　現在の削減効果額は後年度にも影響を与えるため、現在のところ順調に推移していると考えています。

◆職員の削減【目標削減数５１人】　⇒　平成２３年度までの実績：２６人の削減
　　平成２３年度の職員の削減は２６人で、目標削減数に対して計画どおりに推移しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年度４月１日現在）

項　　　　目
（第２次行財政改革大綱の５つの柱）

目標額（A）

　　　（千円）

平成23年度ま
での実績額（B）
　　　（千円）

目標額に
対する割合
（B/A×100）

主な取り組み

１　市民との協働による開かれた市政の推進 － － －
２　時代に即した行政運営の推進 41,000 5,000 12.2% 小・中学校の再編を含む検討
３　施設管理の見直しと公有財産の有効活用 100,000 22,000 22.0% 遊休資産の売却、有効活用
４　組織機構の再編と人材育成の推進 1,467,000 178,000 12.1% 定員管理の適正化
５　持続可能な財政基盤の確立 564,000 57,000 10.1% 徴収体制の強化、公共工事コスト縮減

合　　　　計 2,172,000 262,000 12.1%

年　　度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度
職員数 ６９７人 ６７８人 ６７１人

　対平成21年度比減数 － １９人 ２６人

～ ４月１日から ～

市の組織・機構が変わりました
　さまざまな市民ニーズを的確、迅速に対応するとともに、
重要施策推進機能の強化促進を図るため、市の組織・機構の
見直しを行いました。

（別冊「市役所各課の配置等が一部変わりました」P4・5参照）
　■問い合わせ　秘書政策課企画調整係　☎�０２０８
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